
さいたま市区民課等配布用広告付窓口封筒の 

作成及び納品業務仕様書 
 

１ 目的 

 本業務は、さいたま市の市民サービスの向上及び地域企業の育成発展に寄与することを目的とし

て、市民に無償で提供する封筒及び封筒設置台についての提供を受けることを目的とする。 

 

２ 封筒の作成及び封筒設置台の提供 

 （１）封筒の規格は次のとおりとする。 

    ・角６号相当 縦２２９ｍｍ～２３５ｍｍ×横１６０ｍｍ～横１６２ｍｍ 

    ・角２号相当 縦３３２ｍｍ×横２４０ｍｍ 

 （２）封筒の印刷色はマゼンタ・シアンの２色刷りとし、奇抜な配色を避けることとする。 

 （３）封筒に使用する用紙は再生上質紙・７０ｋｇ以上で、さいたま市グリーン購入推進基本方

針に適合しているものとする。 

 （４）広告掲載が可能な範囲は、封筒の表裏の下側部分の封筒縦サイズ４割以内とする。 

 （５）広告掲載範囲以外のスペースには、さいたま市の市章及び業務内容等をさいたま市の指示

により掲載することとする。 

 （６）受託者は、封筒の仕様等について変更するときは、変更の３か月前までに変更事項を委託

者へ通知し、委託者の指示に従わなければならない。 

 （７）封筒設置台は角６号相当の封筒用とし、受託者の提供を受けて各配布窓口カウンター等に    

設置する。 

 （８）封筒設置台の数量は、協議の上定める。 

 （９）封筒作成及び封筒設置台の提供にかかる費用は受託者が負担する。 

 

３ 封筒の納品及び配布 

 （１）受託者は、別紙１で示す場所に封筒及び封筒設置台を納品し、委託者は次項に定める配布

期間において希望する市民に封筒を配布するものとする。なお、分納を可とし、それぞれ

の納品期限、納品数は協議の上決定する。 

 （２）各窓口の配布期間は令和８年２月 1日～令和９年１月３１日までとする。また、配布期間

を超えて残余の封筒がある場合は、受託者がこれを回収する。 

 （３）委託者は、封筒の配布について受託者に一切の法的負担を負わない。ただし、委託者は、

前項に定める配布期間開始日以降、受託者から納品された封筒を、信義に従い誠実に配布

するよう努めるものとする。 

 （４）受託者が封筒を提供する期間内で、委託者は受託者から受けた封筒を設置する部署等にお

いて、他事業者から同様の商品提供を受けてはならない。 

 （５）封筒の提供枚数については、協議の上調整する。 

 （６）受託者は、封筒の必要枚数を把握するため、定期的に委託者に対して照会を行い、委託者

はこれに対して回答する。なお、履行期間中に封筒の在庫が不足した場合は、協議の上、

受託者は本仕様書の定めに基づく封筒を必要枚数、無償で委託者に追加納品する。 

 （７）封筒を分割納品する場合の納品頻度及び各納品時の数量は、協議の上定める。 

 （８）広告内容に疑義が生じる等、封筒の差替えの必要が生じた場合には、受託者は当該封筒を



自己の責任と負担により回収するとともに、速やかに代替の封筒を委託者に無償で納品す

る。 

 （９）受託者は、広告掲載の有無に関わらず、上記の業務を行うものとする。 

 

４ 広告封筒配布手数料の納付 
     受託者は、見積合わせ時に見積もった金額を、封筒配布手数料として、令和８年２月１日から令

和８年３月３１日までに、委託者の発行する納入通知書により委託者に納付する。 
 
５ 広告内容等の審査 

 （１）受託者は、さいたま市広告掲載要綱、さいたま市広告掲載基準及びその他広告関連規程の

ほか、窓口業務において配布する媒体の性質上、次に定める内容の広告を掲載してはなら

ない。 

    ア 死亡（例：墓地の案内、葬祭業）、結婚や男女間の交際の仲介に係る業種の広告で、封

筒の使用者に不快感を与えるおそれがあるもの。 

    イ 封筒の使用者に広告内容を誤認させるような表現のもの。 

    ウ 時限的な内容のもの。 

    エ 委託者の窓口業務の遂行に支障を及ぼすもので、委託者が掲載する広告として適当で

ないと認めたもの。 

 （２）受託者は、広告内容及びデザインについて、納品日の 1か月前までに封筒の納品前に委託

者と協議し、その承認を得なければならない。なお、協議にあたっては、委託者は可及的

速やかに協議が整うよう努めなければならない。 

 （３）委託者は、前項の協議にあたり、受託者に対して広告内容及びデザインについて修正を求

めることができ、受託者は修正内容が合理的な理由に基づくものである場合は、これに従

わなくてはならない。 

 （４）受託者は、広告部分を明確にするため、広告主の協賛により作製された旨等を封筒に明記

しなければならない。 

 

６ 広告内容等についての責任 

 （１）広告内容に関する責任及び負担は、受託者が負うものする。 

 （２）受託者は、広告内容等が第三者の権利を侵害するものでないこと及び広告内容等に係る財

産権のすべてにつき合理的な権利処理が完了することを保証する。 

 （３）委託者に対して第三者から広告内容に関連して損害を被ったという請求がなされた場合や

その他封筒の内容に関する苦情がある場合等については、受託者の責任及び負担において

速やかに解決するものとし、委託者は責任及び負担を負わない。 

 

７ 著作権等 

 （１）受託者は広告の作製に際して、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他国内

外の法令等に基づき保護される第三者の権利の対象となっている材料、履行方法等を使用

するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

 （２）委託者が、封筒の写真又は画像データを、事業の紹介等の行政目的のために委託者が作製

又は関与する印刷物又はホームページ等に掲載する等の二次利用をする場合は、この業務

の契約期間内及び契約期間が終了した後においても、受託者はその二次利用を許諾すると

ともに、広告主からの許諾も得なくてはならない。ただし、広告主又は第三者の権利を侵



害する又はそのおそれがある場合にはこの限りではない。 

 

８ その他注意事項 

（１）受託者は、広告主に対し、委託者が広告を募集しているような誤解を与えてはならない。 

（２）受託者は、広告内容、色、形状等の封筒の仕様については、封筒作製前に委託者と協議し、

委託者の承諾を受けた後に作製しなければならない。 

 

９ 封筒の一時不配布 

 （１）委託者は、次に該当する場合は、その問題が解決されるまでの間、封筒を配布しない。 

    ア 委託者の指定する期日までに封筒の納品がないとき。 

    イ 受託者が法令又は本仕様の内容に違反したとき。 

    ウ 広告主又は広告内容がさいたま市広告掲載要綱、さいたま市広告掲載基準その他の広

告関連規程に違反したとき。 

    エ ５（３）による広告内容等の修正に受託者が従わないとき。 

    オ 委託者の公共性を踏まえ、封筒を配布することが社会通念上不適切であると認められ

る相当かつ合理的な理由があるとき。 

   （２）一時不配布の理由となった問題が解消されたと委託者が認める場合は、委託者は封筒の配

布を再開することができる。 

   （３）委託者は封筒の一時不配布を理由として、受託者及び広告主等の第三者に対し何ら法的責

任を負わない。 

 

１０ 解除権 

 （１）委託者及び受託者は、次のいずれかに該当したと認める場合は、書面により相手方に通告

し、契約を解除できる。 

    ア 法令違反又は正当な理由なく本仕様に違反したとき。 

    イ 本業務の履行に関し、相手方又はその代理人もしくは使用人等の関係者に著しく不正

又は不誠実な行為があったとき。 

    ウ 相手方又はその代理人もしくは使用人等の関係者に重大な社会的信用失墜行為があっ

たとき。 

    エ 受託者の経営状態が著しく不健全となり、又はそのおそれがあると認められる相当な

理由があったとき。 

    オ 委託者又は受託者が契約の解除を申し出たときで、解除の申出を受けた者が相当であ

ると認めるとき。 

      （２）委託者は、やむを得ず契約を解除する必要があるときは、受託者との協議を経たうえで、

契約を解除することができる。 

 

１１ 解除後の封筒の配布・返還 

 （１）委託者は、契約が解除された場合は、その解除の日以降、納品済みの封筒を配布しない。 

 （２）受託者は、契約が解除された場合は、委託者に納品済みの封筒について返還の請求はしな

い。ただし、委託者から封筒の回収の申し出があった場合はこの限りではない。 

 （３）前項の封筒が回収される場合において、契約解除の理由が委託者に帰すべき場合は委託者

が、受託者に帰すべき場合は受託者が回収費用を負担する。 

 



１２ 一時不配布及び解除に伴う広告主への補償等 

 受託者は、９及び１０の規定に基づく不配布及び契約解除が行われた結果、広告主等の第三者に

対して損害の補償及び広告料の返還を行う必要が生じた場合は、自己の責任と負担において解決す

るものとし、委託者にその補填等を請求しない。 

 

１３ 第三者の損害・紛争解決 

本業務の履行によって、受託者の責に帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合は、受託者

がその責任と負担をもって解決する。 

 

１４ 権利義務の譲渡の制限 

受託者は、本業務から生じる一切の権利又は義務の全部又は一部を第三者に譲渡、継承、担保提

供してはならない。ただし、あらかじめ委託者の書面による承諾を得た場合にはこの限りではない。 

 

１５ 契約期間 

 契約締結日から令和９年１月３１日まで 

 

１６ その他 

     この仕様書に定めのない事象が発生した場合には、委託者及び受託者協議の上解決するものとす

る。 




